
（単位：千円）

予算額 担当課

（全般）を１事業として含む。

（総務理財関係）

採用試験事務 ［試験会場借上げ分］ 1,295 人事課

【新規】 デジタル化推進事業［地域コミュニティのデジタル化支援分］ 2,222 デジタル戦略課

情報システム運用事業［新しい生活様式への対応分］ 31,015 システム管理課

災害用物資資機材整備事業［避難所感染対策分］ 1,760 防災・危機管理課

節水推進事業［節水シャワーヘッド購入助成分］ 3,600 水資源対策課

移住定住促進事業［オーダーメイド型移住体感ツアー分］ 3,589

（文教消防関係）

小学校施設維持管理事業［新型コロナウイルス感染症対策分］ 42,000 学習施設課

中学校施設維持管理事業［新型コロナウイルス感染症対策分］ 21,000 学習施設課

（市民福祉関係）

国保傷病手当金支給事業【国保】 7,000 国保・年金課

保険料還付事業［新型コロナウイルス感染症による保険料減免分］【国保】 20,000 国保・年金課

事　　業　　概　　要

163事業 36,485,607千円

避難所に段ボールベッドや間仕切などの資機材を導入し、感染症対策を更に推し進めるととも
に、避難所の環境を向上させる。

39事業

受験者の間隔が十分に取れ、効率的で公平・公正に試験を実施できる会場を確保する。

3,686,828千円

感染症対策で換気しながら空調を使用することで、光熱水費が増加するため、必要な経費を
計上する。

国保に加入し、会社などから給与の支払いを受けている方が、感染症に感染した場合等に、
傷病手当金を支給する。

感染症による保険料の減免で発生する過誤納金（過年度分）を還付する。

コロナ禍でコミュニティ活動が制限される中、デジタル技術を活用し、地域でのコミュニティ活動
が継続できるよう、希望するコミュニティに伴走型の支援を行う。

感染拡大の防止や円滑な業務遂行を目的に、オンラインで申請や相談などができる環境や
Web会議、テレワークの環境を整備し、行政サービスなどのデジタル化を推進する。

「新しい生活様式」の実践に伴う、家庭の水使用量の増加を抑えるため、節水シャワーヘッド
の購入費用の一部を助成する。

まちづくり
推進課

コロナ禍で、地方移住の関心が高まっている中、本市への移住を推進するため、県外在住の
方を対象に、日程や内容を自分で決められる「オーダーメイド型」の移住体感ツアーを開催し、
移住者の増加につなげる。

令和５年度 新しい時代に挑むための事業

令和５年度は、感染拡大の防止と社会経済活動とを両立させる「ウィズコロナ」を一層進めるとともに、人口減
少や少子化の克服に向けた「こども施策の充実」、ニューノーマルに対応した「デジタル化の加速」など、新しい
時代に挑むための事業に取り組みます。

ウィズコロナの推進



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

介護事業所サービス提供体制確保事業【介護】 51,240 介護保険課

障害福祉サービス事業［新型コロナウイルス感染症対策分］ 7,224 障がい福祉課

生活困窮者自立支援事業［住居確保給付金分］ 11,616 生活福祉総務課

救護施設委託事務費支弁事業［新型コロナウイルス感染症対策分］ 8,545 生活福祉総務課

SNS子ども子育て相談窓口事業（DV・ひとり親相談分） 2,443 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業（子ども総合相談分） 12,787

（債務負担行為）

松山市子育て応援金給付事業 2,574 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症対策事業（児童クラブ等） 60,200 子育て支援課

保育士等確保支援事業［保健師の巡回支援事業分］ 50 保育・幼稚園課

子育てのための施設等利用給付事業［ベビーシッター等利用料助成事業分］ 120 保育・幼稚園課

新型コロナウイルス感染症対策事業（私立分） 213,450 保育・幼稚園課

新型コロナウイルス感染症対策事業（公立分） 20,629 保育・幼稚園課

保育所などでの感染者発生による一時休園で、保護者がやむを得ずベビーシッターなどを利
用した場合に、保護者が負担した利用料を補助する。

物価高騰等に直面する子育て世帯への生活支援のため、平成16年4月2日から令和5年3月
31日までに生まれた児童を養育する子育て世帯に市独自で応援金を給付する。応援金は、1
世帯当たり1万円で、2人目以降の児童1人につき5千円を追加した額を給付する。
令和5年3月31日までに生まれた新生児のうち、4月以降の申請となる新生児への給付を行う。

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した児童クラブなどに、職員が感染症対策
を徹底しながら業務を継続的に実施していくために必要な経費を補助する。

感染症対策のため、保健師が保育所などへの巡回支援や指導を行う。

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した私立保育所などに、職員が感染症対
策を徹底しながら業務を継続的に実施していくために必要な経費を補助する。また、感染症対
策のための改修に必要な経費を補助する。

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した公立保育所などに、職員が感染症対
策を徹底しながら業務を継続的に実施していくために必要な経費を補助する。また、感染症対
策に必要な改修を行う。

LINEを活用した相談窓口を設け、感染症などの社会不安での虐待やDV等のリスクの高まりに
対応する。

事項 期間 限度額

従来の離職者や廃業者に加え、感染症の影響により休業し、収入が低下した世帯を対象に、
引き続き、住居確保給付金を給付する。

子ども総合相談
センター事務所

SNS子ども子育て相談
窓口事業業務委託

R4～R6年度

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した通所サービス事業所や、自主的に通
所系サービスを訪問系サービスに切り替える事業所などに、必要な経費を補助する。また、職
員や新規入所者が検査を受けた際の費用の一部を補助する。

感染症対策で購入した衛生用品の費用や新規入所者への検査費用などの一部を補助する。
また、救護施設内で感染症が発生した場合に、建物などを消毒する経費を補助する。

29,300

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した介護事業所に、緊急時のサービス提
供に必要な経費を補助する。また、職員や新規入居者が検査を受けた際、費用の一部を補助
する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

妊婦・乳児健康診査事業[不安を抱える妊婦への分娩前PCR検査事業分] 7,650 健康づくり推進課

幼児健康診査事業［個別健診実施事業分］ 53,077 健康づくり推進課

妊娠・出産支援事業［里帰りが困難な妊産婦への育児等支援サービス利用助成事業分］ 2,880 健康づくり推進課

感染症対策事業[新型コロナウイルス感染症対応分] 991,605 保健予防課

精神障がい者・難病患者等総合支援事業［新型コロナウイルス感染症対策分］ 5,459 保健予防課

新型コロナウイルスワクチン接種事業 1,133,744 保健予防課

（都市整備関係）

松山空港利用促進協議会負担金事業［新型コロナウイルス感染症対策分］ 21,634 都市・

交通計画課

（環境企業関係）

環境教育啓発推進事業［オンラインツアー開催分］ 295

（産業経済関係）

【拡充】 商店街等需要喚起支援事業 26,400 地域経済課

雇用対策推進事業［職業訓練奨励金年齢拡充分］ 5,023 地域経済課

感染拡大により県外への里帰りができなくなった妊産婦を対象に、民間の育児支援サービス
などを利用した場合に費用を補助する。

環境モデル
都市推進課

小学生（4～6年）を対象に、ごみ処理施設や埋立施設など、実際の現場を体験するバスツ
アーを実施する。これに加え、コロナ禍でも現地施設と小学校をつなぐことができるオンライン
ツアーを開催し、子どもたちのごみ処理に関する知識や減量意識の向上を目指す。

重症化予防や医療提供体制確保のため、市医師会や市内の各医療機関と連携し、市民を対
象に新型コロナウイルスワクチンの接種を行う。

感染拡大の状況把握や陽性患者への必要な疫学調査を実施し、感染拡大を防ぐ。また、自宅
療養者への薬剤の配送などにより、陽性患者を支援する。

感染症の影響が続く中、強い不安を抱える妊婦にPCR検査を実施した医療機関に、必要な経
費を補助する。

感染拡大の状況を踏まえ、密閉空間・密集場所・密接場面を避けるため、現在実施している集
団健診を個別健診に切り替え、感染拡大期でも幼児健診を行える体制を維持する。

感染症の影響により、長期欠航している松山空港国際線や、利用率が大きく落ち込んだ国内
線の航空需要を喚起するため、松山空港利用促進協議会が実施する助成事業等を県・市が
共同で支援する。

感染症の影響により、落ち込んだ消費を喚起するため、市内商店街が実施する需要喚起策を
支援する。

感染症の影響による離職者の就労を促進するため、職業訓練奨励金制度の対象を40歳未満
から45歳未満に拡充し、引き続き支援を行う。

感染拡大を防ぐため、感染者や濃厚接触者が発生した通所サービス事業所や、自主的に通
所系サービスを訪問系サービスに切り替える事業所などに、必要な経費を補助する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 ニューノーマル対応促進事業［人手確保支援・業務効率化（デジタル化・ＤＸ）支援分］ 29,400 地域経済課

ニューノーマル対応促進事業［都市部人材デュアルワーク支援分］ 17,431 地域経済課

【拡充】 中小企業資金貸付事業［市独自の無利子融資分］ 671,900 地域経済課

中小企業資金貸付事業［県融資分］ 16,000 地域経済課

（債務負担行為）

ウィズコロナ雇用促進事業 24,800 地域経済課

データサイエンス活用支援事業 9,233 地域経済課

国際観光客誘致促進事業［協議会負担金分］ 66,966

修学旅行誘致促進事業［修学旅行助成金分］ 5,000

（全般）

新型コロナウイルス感染症防止対策衛生用品（消耗品）購入など 73,972

観光・
国際交流課

感染症の影響により落ち込んだインバウンドの需要を回復するため、直行便の就航地である
台湾・韓国・中国をターゲットに、愛媛県等と連携した集客プロモーションなどを実施し、訪日外
国人観光客の獲得につなげる。

観光・
国際交流課

感染症の影響により、全国的に修学旅行の行き先が見直される中、特に中国・四国・九州地
域から来松する学校に対して、助成金を加算することで、更なる誘致や定着につなげる。

新型コロナウイルス対策
金融支援利子補給金

令和2年度から、愛媛県が取り扱う新型コロナウイルス
対策の融資制度を利用した中小企業者又は当該融資を
行った金融機関に対し、年0.5％を限度として利子補給
する。

感染症の影響を受けながらも社会経済の変化に対応して、新しい時代に挑む企業の成長を支
援するため、企業活動に重要な経営資源である人材確保を後押しするとともに、安定した雇用
や多様な人材が活躍できる雇用機会の創出を行う。

大学生を対象にデータサイエンティストを育成するとともに、市内企業のデータを学生と企業が
活用しながら企業の課題を解決する。

各市有施設や車両等で感染拡大防止に必要な衛生用品の購入などを行う。

中小企業のIT化・デジタル化による業務効率化や、柔軟な働き方推進のため複業を行う都市
部の外部人材の活用に向けた支援などを行う。
令和5年度は、「収益拡大・新ビジネス創造に関する連携協定」を基にスタートアップ関連イベ
ントを行う。

長引く感染症の影響で厳しい状況にある中小企業などの資金繰りを支援するため、令和5年
度も引き続き、本市独自の無利子・信用保証料なしの融資を含む、低金利の融資枠を400億
円規模で確保するとともに、令和2年度～令和4年度の貸付分に、利子補給を行う。

事項 期間 限度額

松山市新型コロナウイルス対策
資金融資利子補給金

令和2年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用
して一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を
行った金融機関に対し、年1.5％を限度として利子補給
する。



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【新規】 こども本の森開設準備事業 1,426

【新規】 子育て世帯いらっしゃい事業 5,000

（文教消防関係）

【拡充】 幼稚園事務管理費［医療的ケア児保育支援・登園管理システム等導入分を含む］ 25,328 保育・幼稚園課

【拡充】 学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子ども教室運営事業） 55,563 地域学習振興課

【拡充】 まつやま小中学生文化等体験学習事業［愚陀佛庵・平和教育プログラム分を含む］ 19,504 学校教育課

【拡充】 小学校学習支援事業 17,788 学校教育課

【拡充】 中学校学習支援事業 3,806 学校教育課

【拡充】 中学校就学援助（学用品等）支給事業 164,562 学校教育課

（市民福祉関係）

【拡充】 平和事業［「掩体壕」活用分を含む］ 3,663 市民生活課

市民の平和意識を高めるため、平和資料展や平和の語り部派遣、松山市指定有形文化財
「掩体壕」の利活用などを実施する。
令和5年度からは、市内の小学生に「掩体壕」を見学する機会を提供し、戦争の悲惨さや平和
の尊さを、次世代を担う子どもに伝えていく。

子どもの豊かな感受性を育むとともに、将来への可能性を引き出すことを目指し、児童生徒に
優れた文化芸術に触れる機会を提供する。
令和5年度からは、子規記念博物館内の「愚陀佛庵」を訪問し、人とのつながりや出会いの大
切さを学んだり、「掩体壕」を見学し、平和の大切さを学んだりできる機会を提供する。

就学記念品や副読本を児童に配布し、学習活動を支援する。
愛媛県が開発した「えひめICT学習支援システム」を活用し、児童生徒の個別最適な学びの推
進と教職員の業務負担を軽減する。
令和5年度は、小中学校で使用する新聞ICT教育専用ウェブサイトの正式版導入校を全ての
市立校に増やし、新聞を活用した児童・生徒の学びを充実させる。

経済的な理由で公立中学校への就学が難しい家庭に、学用品費などを援助する。
令和5年度は、中学校の入学準備金の支給額を増額する。

108事業 32,179,478千円

放課後や週末等に小学校の余裕教室などを活用して、子どもの安全・安心な活動拠点（居場
所）を設け、地域住民の参画を得ながら勉強やスポーツ・文化活動を行う。
令和5年度からは、「まつやま型コミュニティ・スクール」のモデル地区で、地域学校協働本部の
整備などを進め、子どもたちの成長を支える地域学校協働活動を更に推進する。

坂の上の雲
ミュージアム

建築家・安藤忠雄氏から寄附を受ける（仮称）「こども本の森」図書室の坂の上の雲ミュージア
ムへの整備について、令和7年度中の開設に向けて準備を進める。

まちづくり
推進課

子育て世帯の移住を推し進めるため、移住する際の引越し費用の一部を補助する。
また、子育て世帯で、移住を検討している方へ積極的に情報発信し、子育て世帯から「選ばれ
るまち」を目指す。

市立幼稚園に校務員や幼児教育支援員を配置するほか、芝生化した園庭の維持管理などを
行い、幼児教育の振興を目指す。
令和5年度は、市立幼稚園1園で集団保育が可能な医療的ケア児を受け入れ、訪問看護ス
テーションの看護師によるケアを行うとともに、保育支援員を配置し、園児の園生活を支援す
る体制を整える。
また、子どもの安全対策のため、登園管理業務などのシステムを導入する。

事　　業　　概　　要

こども施策の充実



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 障害福祉サービス事業［登園管理システム導入支援分］ （再掲） 14,000 障がい福祉課

【拡充】 ひとり親家庭等自立支援事業［子どもの学習支援事業分を含む］ 95,597 子育て支援課

【拡充】 児童クラブ運営事業 1,290,562 子育て支援課

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 52,369 子育て支援課

【新規】 ヤングケアラー支援体制強化事業 11,112

【拡充】 障害児保育支援事業［医療的ケア児保育支援分を含む］ 9,129 保育・幼稚園課

【拡充】 待機児童対策・保育の質向上事業［登園管理システム等導入支援分を含む］ 297,978 保育・幼稚園課

【拡充】 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）公立分 7,842 保育・幼稚園課

認可保育所などが開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭からの育児の相
談に担当者が対応するほか、親子が気軽に集うなど、情報交換や交流ができる場を提供す
る。
令和5年度は、公立保育所の地域子育て支援センターが他地域とオンラインで交流できるよう
機器を整備するほか、SNSを活用して情報発信を行う。
また、利用予約や入退室管理のシステムを導入し、利便性向上と利用促進を目指すとともに、
より質の高い支援の提供につなげる。

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児の定員を超えて受け入れて
いる施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、障がい児保育を担う保育
士への助成等を行い、保育サービスの充実を目指す。また、使用済み紙おむつの処分費用を
助成し、保護者と保育士の負担を軽減する。
令和5年度は、子どもの安全対策のため、私立保育所などに、登園管理などの業務をICT化す
るためのシステム導入に必要な経費を補助する。

保育所等に入所している障がい児や発達が気になる子どもの保護者の相談や支援を行うとと
もに、関係機関と連携し、障がい児の福祉の増進を目指す。また、市内の保育士等を対象に
障がい児支援に関する研修会を開催するなどで、職員の資質を向上する。
令和5年度は、公立保育所2園で集団保育が可能な医療的ケア児を受け入れ、訪問看護ス
テーションの看護師によるケアを行うとともに、保育支援員を配置し、園児の園生活を支援す
る。

子どもの安全対策のため、児童発達支援事業所での登園管理システム導入に必要な経費を
補助する。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、児童クラブを
設置し、児童の健全育成を進める。
令和5年度は、準備が整った児童クラブから開所時間を延長する。

児童クラブの待機児童対策としてクラブ室を整備するとともに、増加する入会児童の生活環境
を改善し、児童の健全育成を進める。
令和5年度は、北久米小学校に児童クラブ室を増設し、新たに約32人分の受入れを確保す
る。

ひとり親家庭等の自立促進のため、相談への対応や資格取得のための支援などを行うこと
で、生活支援・就労支援を行う。また、児童扶養手当支給世帯の中学生に学習の場を提供す
ることで、希望する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を目指し、貧困の連鎖を
防ぐ。
令和5年度は、児童扶養手当支給世帯や生活保護世帯などの小学校5・6年生に、学習習慣
の定着や生活習慣の習得支援を行うとともに、子どもや保護者の悩み相談に乗り、子どもの
学習と生活の向上を目指す。

子ども総合相談
センター事務所

ヤングケアラーコーディネーターを配置し、専門相談窓口を設け、相談対応や学校訪問を行う
とともに、周知・啓発で認知度向上し、ヤングケアラーの早期発見と適切な支援につなげる。
また、ヤングケアラーの負担軽減につながる公的サービスの利用調整や家事援助ヘルパー
の派遣などを行う。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 妊娠・出産支援事業（再掲） 384,818 健康づくり推進課

（全般）

新規・拡充事業を除く子ども関連事業（90事業） 29,719,431

出産や育児の不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、相談・訪問
指導・健康教室などを実施する。また、「すくすく・サポート」では、保健師が全妊婦と面談し、産
前・産後サポート事業などを通じ、妊娠期からの切れ目ない支援を提供する。
また、妊娠や出産・育児の相談ができる機会を増やすなど、妊娠届出時から、妊婦や子育て
家庭に寄り添う「伴走型相談支援」を充実させるほか、出産育児用品の購入等の経済的負担
を軽減するため、妊娠・出産した方々を対象に、妊娠時に5万円、出産時に子ども1人当たり5
万円の応援金を給付する。



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【新規】 デジタル化推進事業（再掲） 31,058 デジタル戦略課

（債務負担行為）

情報システム運用事業［庁内DX分］（再掲） 121,983 システム管理課

情報通信基盤運用整備事業［ローカル5G分］ 1,772 システム管理課

（文教消防関係）

【拡充】 幼稚園事務管理費［登園管理システム等導入分］ （再掲） 2,800 保育・幼稚園課

（市民福祉関係）

【拡充】 マイナンバーカード交付事務事業 338,984 市民課

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業 4,000 高齢福祉課

【拡充】 障害福祉サービス事業［登園管理システム導入支援分］ （再掲） 14,000 障がい福祉課

SNS子ども子育て相談窓口事業(DV・ひとり親相談分)（再掲） 2,443 子育て支援課

SNS子ども子育て相談窓口事業(子ども総合相談分)（再掲） 12,787

（債務負担行為）

子ども総合相談
センター事務所

LINEを活用した相談窓口を設け、感染症などの社会不安での虐待やDV等のリスクの高まりに
対応する。

事項 期間 限度額

16事業

事　　業　　概　　要

619,301千円

子どもの安全対策のため、市立幼稚園に登園管理業務などのシステムを導入する。

SNS子ども子育て相談
窓口事業業務委託

R4～R6年度 29,300

65歳以上の高齢者を対象に、健康アプリを導入し、従来のイベント参加でのポイント付与に加
え、目標歩数の達成、脳トレゲーム、食事の記録、健診の受診等でもポイントを付与する。

子どもの安全対策のため、児童発達支援事業所での登園管理システム導入に必要な経費を
補助する。

業務の効率化につながるシステムの導入や働き方改革の推進に向けた庁内DXに取り組む。

マイナンバーカードの取得を促進するため、申請や受取支援を引き続き行う。
令和5年度は、市内全域でカードを申請できる機会を確保するため、顔写真無料撮影サービス
を郵便局等で行うほか、カードの申請や受取が困難な方の自宅等へ出張して手続きができる
体制を整える。また、マイナポイント支援窓口を引き続き設置し、カード取得者の利便性を向上
させる。

松山市情報化推進指針などに基づき、市民生活の利便性の向上や、デジタル技術を活用した
地域課題の解決に取り組み、「自治体ＤＸ」・「地域社会のＤＸ」の取組を加速させるほか、伴走
型での地域コミュニティのデジタル化支援やデジタルデバイド対策を行う。
また、施設の維持管理や現地調査等にドローンなどを活用し、業務の効率化につなげる。

観光客や市民にローカル5Gを活用した公衆無線LAN（Wi-Fi）環境を提供するなど、先進的な
技術を活用したまちづくりの実証を行う。

事項 期間 限度額

内部事務システム再構築及び
電子決裁基盤導入業務委託

R5～R9年度 590,700

デジタル化の加速で変化に挑む



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 待機児童対策・保育の質向上事業［登園管理システム等導入支援分］ （再掲） 43,610 保育・幼稚園課

【拡充】 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）［オンライン機器等整備分］（再掲） 4,214 保育・幼稚園課

（環境企業関係）

廃棄物適正処理事業［ドローン活用分］ 417 廃棄物対策課

（産業経済関係）

中小企業振興円卓会議運営事業［DX分］ 1,000 地域経済課

ニューノーマル対応促進事業［デジタル化・DX分］（再掲） 20,000 地域経済課

【拡充】 人材育成等補助事業 ［DX分］ 11,000 地域経済課

データサイエンス活用支援事業（再掲） 9,233 地域経済課

廃棄物を山積みしている業者への立入検査時及び不法投棄現場の確認時などに、保管量等
の把握のためにドローンを活用した空撮と専用ソフトによる解析を行い、指導・対策を強化す
ることで、廃棄物の適正処理に取り組む。

中小企業振興円卓会議が実施する中小企業振興につながる取り組みを支援する。

市内中小企業などの従業員が、ビジネスモデルの変化に対応するため、リスキリング（求めら
れるスキルの変化に応じて、新たなスキルや知識の習得を行う。）を目的とした研修などを受
講する場合に、その費用を補助する。
また、高度DX人材などの育成のため、特化した制度を創設する。

大学生を対象にデータサイエンティストを育成するとともに、市内企業のデータを学生と企業が
活用しながら企業の課題を解決する。

公立保育所の地域子育て支援センターが他地域とオンラインで交流できるよう機器を整備す
るほか、SNSを活用して情報発信を行う。
また、利用予約や入退室管理のシステムを導入し、利便性向上と利用促進を目指すとともに、
より質の高い支援の提供につなげる。

子どもの安全対策のため、私立保育所などに、登園管理などの業務をICT化するためのシス
テム導入に必要な経費を補助する。

デジタル化、DX(デジタルトランスフォーメーション)による業務効率化等に取り組む市内中小企
業を支援する。


